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民法Ⅲ定期試験問題（2017年度） 2018.1.27 17:00～18:30

以下の各問いには、改正後の民法が適用されるとして答えなさい。解答に際しては、理

由を付し、また条文上の根拠があるときは、条文をあげて解答しなさい。

【問題１】

次の5つの文章は正しいか。まず、正誤を○×で示しなさい。次に、正しい場合には、
その根拠を説明しなさい。誤っている場合には、その箇所を指摘して、誤っている理由を

説明しなさい。なお、当事者の記号は、たんに説明の便宜のために付けたものである（各8
点。合計40点）。

１ Ｘは、アパートの建設資金を債務者Ｓに融資し、その敷地と建ったアパートに共同抵

当権の設定を受けてその登記を備えた。ＳはアパートをＭらに賃貸した（ここまでの文

章は正誤判定の対象外）。この場合において、Ｓが被担保債権について債務不履行に陥っ

ていなくても、Ｘは、ＳのＭらに対して有している賃料債権を差し押さえて、そこから

優先弁済を受けることができる。

２ 抵当権者Ｈは、Ｓに建物の新築資金を融資し、その所有する更地にのみ抵当権の設定

を受けてその登記を備えた（この文章は正誤判定の対象外）。この場合において、Ｓが被

担保債権につき債務不履行に陥って期限の利益を失ったときは、Ｈは、抵当権の実行を

申し立てて土地のみを競売することができるほか、土地とその上の建物を合わせて競売

することもできる。

３ Ｓが、その所有する動産甲について、ＸとＹに二重に譲渡担保を設定し、それぞれこ

の順に占有改定による引渡しをした場合において、Ｙが引渡しを受けた時にＸの譲渡担

保権の取得を過失なく知らなかったときは、判例によれば、甲の所有権者はＹである。

４ ＸはＳに対して事業資金を融資し、その担保としてＳが有している倉庫中の携帯電話

機（現在倉庫にあるもののみならずＳが将来購入して搬入するものを含む）をすべて譲り受け、

占有改定による引渡しを受けた（この文章は正誤判定の対象外）。この場合、Ｓは、Ｘの

同意を得なければ、倉庫中の携帯電話機を販売することができない。

５ 期限の定めのない建物賃貸借契約の賃借人Ｍの債務について、賃貸人Ｖとの間で連帯

保証契約を結んで連帯保証債務を引き受けた保証人Ｂは、保証契約書に極度額の定めが

ない場合であっても、Ｖからの連帯保証債務の履行請求を拒めない。
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【問題２】

次の事例について下記の小問Ⅰ～５に答えなさい。

１ ＸはＡに対して3000万円の債権を有していた。Ａが唯一の財産である甲建物（時価1億
円）をＹに対して譲渡し、Ｙが移転登記を備えた。

（問１） ＡのＹに対する甲の譲渡が贈与契約によるものであった場合、ＸはＹに対して

どういう要件がみたされたときに何を請求できるのか説明しなさい（15点）。

（問２） ＡのＹに対する甲の譲渡が9000万円での売買契約によるものであり、ＹがＡに
支払った代金9000万円が今もＡの下にあるかどうかわからない場合、ＸはＹから
甲を取り戻すためには、どういう要件がみたされる必要があるか（10点）。

２ 上述１の譲渡が問１のとおり贈与契約によるものであった場合に、Ｙは、さらに、事

情を良く知っている弟のＺに対する8000万円の債務の代物弁済として甲を譲渡し、Ｚに
対して移転登記をした。

（問３） ＸがＺから甲を取り戻すためには、どういう要件がみたされる必要があるか（10
点）。

（問４） Ｘに甲を取り戻されたＺは、だれにどういう請求ができるか（10点）。

（問５） 甲がＺの下で落雷により焼失してしまい、Ｚは火災保険契約も結んでいなかっ

たので、無資力状態になってしまった。そこで、Ｘは、問３の請求に代えて、Ｙ

に対する請求を次善の策として考えた。Ｘは、Ｙに対してどういう請求をするこ

とができるか（15点）。


